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表紙*電子提供措置用*

第47期 定時株主総会

招集ご通知
証券コード：6284

株主様へのお知らせ
■　 株主総会会場にご来場される株主様と

ご来場が難しい株主様の公平性等を勘
案し、株主総会ご出席株主様へのお土
産の配布はございません。
何卒ご理解くださいますようお願い申
し上げます。

■　 会場での配慮が必要な方は、当日受付
にお知らせください。
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開催日時 2025年12月17日（水曜日）午前10時
受付開始：午前9時

開催場所 長野県小諸市甲4586番地3
当社本社会議室

議　　案 第1号議案 取締役11名選任の件
第2号議案 監査役1名選任の件　
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招集ご通知

株 主 各 位 証券コード  6284
(発送日)2025年11月28日

(電子提供措置の開始日)2025年11月21日
長 野 県 小 諸 市 甲 ４ ５ ８ ６ 番 地 3

代表取締役社長 藤  原   誠

【当社ウェブサイト】
https://www.nisseiasb.co.jp/ja/

【株主総会資料 掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/6284/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show 

第47期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第47期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電
子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれか
のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

(上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株主総会」を順に選択いただき、
ご確認ください)

(上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「日精エー・エス・ビー機械」
又は「コード」に当社証券コード「6284」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に
選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。)

　当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面(郵送)によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年12月16日(火曜日)午後５時25分
までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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招集ご通知

■1 日　　時 2025年12月17日（水曜日）午前10時
■2 場　　所 長野県小諸市甲4586番地3

当社本社会議室
(末尾記載の「会場ご案内図」をご参照ください。)

■3 会議の目的事項 報告事項 (1) 第47期（自 2024年10月1日　至 2025年9月30日）事業報告、
連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

(2) 第47期（自 2024年10月1日　至 2025年9月30日）計算書類報
告の件

決議事項 第1号議案 取締役11名選任の件
第2号議案 監査役1名選任の件

■4 招集にあたっての
決定事項（議決権
行使についてのご
案内）

(1) 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の各ウェブ
サイトにおいて、その旨、修正前および修正後の事項を掲載いたします。

(2) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案
に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱
いいたします。

(3) 書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、
インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いい
たします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合
は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

　● 当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。

　●  本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたしま
す。

　● 電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、お送りする書面には記載してお
りません。
なお、監査役および会計監査人は、次の事項を含む監査対象書類を監査しております。
1．連結計算書類の連結注記表
2．計算書類の個別注記表

記

以　上

2
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げま
す。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席する方法

書面（郵送）で議決権
を行使する方法

インターネット等で議決権
を行使する方法

当日ご出席の際は、お手数ながら、
本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙を会場受付へご提
出ください。

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙に各議案の賛否を
ご表示のうえ、ご返送ください。

次頁の案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2025年12月17日（水曜日）
午前10時

2025年12月16日（火曜日）
午後5時25分到着分まで

2025年12月16日（火曜日）
午後5時25分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第1号議案
◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第2号議案
◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

日精エー・エス・ビー機械株式会社

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中日精エー・エス・ビー機械株式会社
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り
扱いいたします。
書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。またインターネット等により複数回議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 9：00～21：00）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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当期の事業の状況

事業報告 (自 2024年10月1日　至 2025年9月30日)

1 企業集団の現況
(1) 当期の事業の状況
①　事業の経過および成果
　当連結会計年度（以下、当期）の世界経済は、インフレ圧力の漸進的な低下と、それに伴う主要国における金融
緩和の動きにより、景気が下支えされる局面が見られました。しかしながら、地政学リスクの長期化に加え、米国
の通商・関税政策の影響等で経済の不確実性が高まり、全体として先行き不透明な状況が続きました。
　一方で、当社グループの属するストレッチブロー成形機業界におきましては、安全で衛生的なプラスチック容器
の需要は全世界で底堅いものがあり、事業活動は今後も堅調に推移すると見込んでおります。
　こうした環境下、当社グループは「人と社会に豊かさを提供する」「高い技術、サービスで恒久的な存続を追求
する」との経営理念に基づき、中長期的な成長発展方針を継続し、事業規模の拡大を見据えた各種戦略的施策の展
開に注力しました。
　当期の受注成績につきましては、旺盛なプラスチック容器需要を背景に需要が堅調に推移した結果、受注高は

43,172百万円（前期比105.0％）と通期として過去最高を記録しました。一方、受注残高につきましては17,281

百万円（前期末比93.6％）と減少したものの、高水準を維持しました。

　売上成績につきましても、主力の中小型機に加え、大型機（日本向けPF36シリーズ）の販売を伸ばした結果、

売上高は43,654百万円（前期比118.7％）と通期として過去最高となりました。

　利益面につきましては、主に増収効果により、売上総利益は、20,581百万円（同118.4%）、営業利益は

10,641百万円（同134.6％）と大幅増益となりました。その結果、経常利益は10,912百万円（同136.3％）、親

会社株主に帰属する当期純利益も7,740百万円（同133.9％）と大幅増益となり、各段階利益で通期として過去最

高を記録しました。
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当期の事業の状況

区分
第47期（当期） 第46期（前期）

2024年10月1日～2025年9月30日 2023年10月1日～2024年9月30日
受 注 高 43,172百万円 41,103百万円
受 注 残 高 17,281百万円 18,454百万円

区分
第47期（当期） 第46期（前期）

2024年10月1日～
2025年9月30日 構成比 2023年10月1日～

2024年9月30日 構成比

米 州 14,119百万円 32.3％ 12,118百万円 33.0％
欧 州 8,083 18.5 7,525 20.5
南 ・ 西 ア ジ ア 13,042 29.9 10,864 29.5
東 ア ジ ア 8,408 19.3 6,269 17.0

合　　　計 43,654百万円 100.0％ 36,778百万円 100.0％

米 州：米国政権の不透明な通商・関税政策を受け、中米市場は様子見状態が続いたものの、北米および
南米市場は旺盛な購買力を背景に堅調に推移した結果、地域全体の売上高は14,119百万円（同
116.5％）と過去最高となりました。

欧 州：経済環境には不透明感が見られるものの、生活必需品に根差した当社製品の需要は底堅く、ビジ
ネス活動は欧州全域で活発に推移した結果、地域全体の売上高は8,083百万円（同106.1％）と
過去最高となりました。

南 ・ 西 ア ジ ア：東南アジア市場は市況回復に時間を要しているものの、インドおよび中東市場が堅調に推移した
結果、地域全体の売上高は13,042百万円（同121.1％）と過去最高となりました。

東 ア ジ ア：大型機（日本向けPF36シリーズ）の出荷に伴い、地域全体の売上高は8,408百万円（同
134.1％）と過去最高となりました。

　当期の経営成績の概要（受注、セグメント（地域）別売上高、製品別売上高、連結損益）は次のとおりでありま
す。

企業集団の受注状況

企業集団のセグメント（地域）別売上高状況

6
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当期の事業の状況

区分
第47期（当期） 第46期（前期）

2024年10月1日～
2025年9月30日 構成比 2023年10月1日～

2024年9月30日 構成比

ス ト レ ッ チ ブ ロ ー 成 形 機 22,535百万円 51.6％ 18,019百万円 49.0％
金 型 12,760 29.2 11,718 31.9
付 属 機 器 2,707 6.2 1,878 5.1
部 品 そ の 他 5,650 12.9 5,161 14.0

合　　　計 43,654百万円 100.0％ 36,778百万円 100.0％

ス ト レ ッ チ
ブ ロ ー 成 形 機

：堅調な中小型機に加え、大型機（日本向けPF36シリーズ）の出荷を伸ばした結果、売上高は
22,535百万円（同125.1％）と過去最高となりました。

金 型：旺盛なプラスチック容器需要を背景に、ほぼ全地域で受注を伸ばしました。特に欧州、北米およ
びインドで好調に推移した結果、売上高は12,760百万円（同108.9％）と過去最高となりまし
た。

部 品 そ の 他：保守・サービスの需要は全世界で高まっており、ほぼ全地域で受注を伸ばした結果、売上高は
5,650百万円（同109.5％）と過去最高となりました。

企業集団の製品別売上高状況

7
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当期の事業の状況

区分
第47期（当期） 第46期（前期）

増減率2024年10月1日～
2025年9月30日 百分比 2023年10月1日～

2024年9月30日 百分比

売 上 高 43,654百万円 100.0％ 36,778百万円 100.0％ 18.7％
売 上 原 価 23,073 52.9 19,397 52.7 18.9
売 上 総 利 益 20,581 47.2 17,381 47.3 18.4
販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費 9,940 22.8 9,473 25.8 4.9
営 業 利 益 10,641 24.4 7,907 21.5 34.6
営 業 外 損 益 271 0.6 101 0.3 168.8
経 常 利 益 10,912 25.0 8,008 21.8 36.3
法 人 税 等 3,162 7.2 2,226 6.1 42.1
当 期 純 利 益 7,749 17.8 5,782 15.7 34.0
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 9 0.0 3 0.0 186.7

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 7,740 17.7 5,779 15.7 33.9

企業集団の損益状況

②　設備投資の状況
　当期における設備投資の総額は1,073百万円であり、主なものはインド工場および日本国内の工作機械設備への
追加投資であります。

③　資金調達の状況
　当期の設備投資資金、運転資金および投融資資金は、主として自己資金によって充当いたしました。
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直前3事業年度の財産および損益の状況

区分
第44期

2021年10月1日～
2022年9月30日

第45期
2022年10月1日～
2023年9月30日

第46期
2023年10月1日～
2024年9月30日

第47期
（当期）

2024年10月1日～
2025年9月30日

受 注 高 (百万円) 33,223 35,181 41,103 43,172
売 上 高 (百万円) 30,277 34,798 36,778 43,654
経 常 利 益 (百万円) 8,927 6,953 8,008 10,912
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 (百万円) 6,130 5,085 5,779 7,740

1株当たり当期純利益 (円) 408.97 339.23 385.52 516.36
総 資 産 (百万円) 68,956 70,195 72,761 78,386
純 資 産 (百万円) 45,903 50,384 52,848 58,946
1株当たり純資産額 (円) 3,059.44 3,358.21 3,522.27 3,928.27

(2) 直前3事業年度の財産および損益の状況
 企業集団の財産および損益の状況
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重要な親会社および子会社の状況

会社名 所在地
資本金
または
出資金

当社の
議決権
比率

主要な事業内容

ニッセイ エー・エス・ビー カンパニー
(NISSEI ASB COMPANY)

米国
スマーナ市

米ドル
500

％
100.00

北米における当社製品の販
売・サービス

ニッセイ エー・エス・ビー セントロ 
アメリカ エス エー デ シー ブイ
(NISSEI ASB CENTRO AMERICA, 
S.A. DE C.V.)

メキシコシティー 千メキシコペソ
21,617 100.00 中南米における当社製品の

販売・サービス

ニッセイ エー・エス・ビー
ゲーエムベーハー
(NISSEI ASB GmbH)

ドイツ
デュッセルドルフ市

千ユーロ
205 100.00 欧州における当社製品の販

売・サービス

ニッセイ エー・エス・ビー
ピーティーイー リミテッド
(NISSEI ASB PTE. LTD.)

シンガポール 千シンガポールドル
500 100.00

東南アジア・西アジア・ア
フリカにおける当社製品の
販売・サービス

エー・エス・ビー インターナショナル
プライベート リミテッド
(ASB INTERNATIONAL PVT. LTD.)

インド
アンベルナス市

千インドルピー
937,886 100.00 当社製品・部品の製造およ

び販売・サービス

ニッセイ エー・エス・ビー
エフゼットイー
(NISSEI ASB FZE)

UAEドバイ 千UAEディルハム
1,000 100.00 中東における当社製品の販

売・サービス

(3) 重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

(注) 上記の重要な子会社6社を含む当社の子会社は14社であり、全て連結の範囲に含めております。
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題
　今後につきましては、インフレ懸念の再燃や中国経済の停滞長期化などの不安要素はあるものの、世界経済は緩や
かに回復することが見込まれております。
　当社グループの属するストレッチブロー成形機業界におきましても、安全で衛生的なプラスチック容器の需要は底
堅く推移することが見込まれ、加えて、気候変動やプラスチック環境問題などの社会課題への関心の高まりは環境対
応技術に強みを持つ当社製品の需要を押し上げることが想定されます。
　当社は、業界のリーディングカンパニーとして、先進的な研究開発活動を継続するとともに、気候変動問題やESG
経営などの社会課題に積極的に取り組むことで、中長期的な事業規模の拡大を図り、恒久的な存続を追求してまいり
ます。

主要施策
イ. 【技術】グローバルニーズに対応した新技術の開発

　得意領域である非飲料容器分野において、主力製品である1ステップ機の競争力向上に取り組んでまいりま
す。具体的には、「ゼロ・クーリングシステム」の更なる深化、リサイクル樹脂や生分解性樹脂に対応した環
境容器対応の強化、異素材対応としてのHDPE成形技術の確立などを図ってまいります。
　また、戦略領域である飲料容器分野においては、当社独自技術の開発強化に取り組んでまいります。具体的
には、飲料容器の中小ロット生産のあらゆる顧客ニーズに対応するPFシリーズ（1.5ステップ機）のラインナ
ップ強化、PETボトルリユースを可能とする耐熱技術（ダブルブロー・ヒートセット成形）の更なる進化を図
り、1way軽量ボトルからリターナブルボトルまで、飲料容器市場への浸透を図ってまいります。

ロ. 【営業】マーケティング強化による新顧客・新市場の開拓
　ASBシリーズ（1ステップ機）やPFシリーズ（1.5ステップ機）等の強固な製品競争力を武器に、市場シェア
拡大に取り組んでまいります。具体的には、中南米やアジア・アフリカ等の新興国市場での顧客開拓を進めて
まいります。また、DX戦略である成形機の制御・モニタリングシステム「Vision1」の普及促進に加え、世界
各地のTSC（テクニカルサポートセンター）でアフターサービスを強化することで、既存顧客の満足度向上を
図ってまいります。
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対処すべき課題

ハ. 【生産】原価低減と納期短縮の推進
　中長期的な事業規模の拡大に備え、生産能力の増強を図ってまいります。具体的には、新工場建設の本格検
討およびグループ生産体制の再構築に取り組んでまいります。更に、原価低減・納期短縮に取り組むことで、
関税リスク等の外的要因に柔軟に対応してまいります。

ニ. 【管理】ESG経営の強化
　「人と社会に豊かさを提供する」、「高い技術、サービスで恒久的な存続を追求する」という当社の経営理念
は、自然豊かな長野県小諸発のグローバルメーカーとして、サステナビリティ経営を体現するものです。当社
は持続可能な社会の実現に向け、引き続きESG経営を積極的に推進してまいります。
　Ｅ（環境）では、インド工場におけるCO2排出量推移の把握、削減目標の策定に取り組み、バリューチェー
ンでの脱炭素化への取り組みを着実に進めてまいります。
　Ｓ（社会）では、前期に実施した従業員エンゲージメント調査の結果に基づいた施策により、人材育成・職
場環境整備を進め、更に定期的なエンゲージメント調査により施策の実効性を定量的に検証することで人的資
本経営の強化を継続してまいります。また、今期策定したCSR調達ガイドラインに基づき、人権、環境等に配
慮した持続可能な調達に取り組むとともに、地域社会貢献活動にも引き続き取り組んでまいります。
　Ｇ（ガバナンス）では、グループ経営を軸とするグローバル事業の推進および管理により経営基盤を強化
し、サステナビリティ委員会を通じてESG経営を推進してまいります。また、「資本コストや株価を意識した経
営」の下、連結配当性向40%を目途とした株主還元の充実、資産効率化によるROEの更なる上昇を目指すとと
もに、株主との接点強化を進めることで企業価値向上に努めてまいります。
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主要な事業内容

(5) 主要な事業内容（2025年9月30日現在）

製品別 主要品目

ストレッチブロー成形機
ストレッチブロー成形機およびその他の成形機：
1（ワン）ステップ成形機（ASBシリーズ）、1.5ステップ成形機（PFシリーズ）、2（ツー）ス
テップ成形機（プリフォーム機PMシリーズ、耐熱容器用リヒートブロー機HSBシリーズ、口部
結晶化装置CMシリーズ）など

金 型 成形機の各種専用金型：
インジェクション金型、ブロー金型、ホットランナー金型など

付 属 機 器 成形機の専用付属機器・装置：
レジン乾燥機、金型温度調節器、チラー、コンプレッサー、クーリングタワーなど

部 品 そ の 他 機構部品、電気部品、油圧部品、空圧部品など補修部品、その他オーバーホール、アフターサービ
スなど

　当社グループはPET（ペット）ボトルをはじめ各種プラスチック容器を製造するストレッチ（延伸）ブロー成形機
とその専用金型、付属機器および部品の製造販売を主要な事業とし、かつ、これに付帯する事業を営んでおります。
　主要製品は次のとおりであります。

13
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主要な事業所

(6) 主要な事業所（2025年9月30日現在）

名称 区分 所在地
本 社 工 場 工場および技術部門 長野県小諸市甲

千 曲 川 工 場 工場 長野県佐久市御馬寄

会社名 区分 所在地

ニッセイ エー・エス・ビー カンパニー
(NISSEI ASB COMPANY) 本社 米国スマーナ市

ニッセイ エー・エス・ビー
セントロ アメリカ エス エー デ シー ブイ
(NISSEI ASB CENTRO AMERICA, S.A. DE C.V.)

本社 メキシコシティー

ニッセイ エー・エス・ビー ゲーエムベーハー
(NISSEI ASB GmbH) 本社 ドイツデュッセルドルフ市

ニッセイ エー・エス・ビー ピーティーイー リミテッド
(NISSEI ASB PTE. LTD.) 本社 シンガポール

エー・エス・ビー インターナショナル
プライベート リミテッド
(ASB INTERNATIONAL PVT. LTD.)

本社および工場 インドアンベルナス市

ニッセイ エー・エス・ビー エフゼットイー
(NISSEI ASB FZE) 本社 UAEドバイ

①　当社の主要な事業所
・本　　　　社　　長野県小諸市甲4586番地3
・主要な事業所

②　子会社の主要な事業所
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使用人の状況、主要な借入先の状況

(7) 使用人の状況（2025年9月30日現在）

セグメントの名称 使用人数 前期末比増減
米州 81名 7名増

欧州 50名 5名増

南・西アジア 1,788名 29名増

東アジア 258名 6名減

合計 2,177名 35名増

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
216名 3名減 42.9歳 14.3年

①　企業集団の使用人の状況

(注) 使用人数は、就業人員を記載しております。

②　当社の使用人の状況

(注)1. 使用人数は、就業人員を記載しております。
2. 当社の使用人は、全て東アジアセグメントに属しております。

(8) 主要な借入先の状況（2025年9月30日現在）

借入先名 借入金残高
株式会社八十二銀行 3,484百万円

株式会社三菱UFJ銀行 1,741

株式会社みずほ銀行 892

15
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株式の状況

2 会社の状況
(1) 株式の状況（2025年9月30日現在）
① 発行可能株式総数 38,400,000株

② 発行済株式の総数 14,991,108株

③ 株 主 数 3,142名 （前期末比162名増）

④ 大 株 主

株主名 持株数 持株比率
エー・エス・ビー インコーポレーテッド株式会社 6,533,600株 43.58％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 1,558,900 10.40

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ) 689,200 4.60

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044 391,500 2.61

Ｇ Ｏ Ｖ Ｅ Ｒ Ｎ Ｍ Ｅ Ｎ Ｔ  Ｏ Ｆ  Ｎ Ｏ Ｒ Ｗ Ａ Ｙ 364,691 2.43

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 325,000 2.17

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 207,000 1.38
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505019 195,220 1.30
青 木 高 太 153,400 1.02

青 木 佐 知 153,300 1.02

青 木 元 太 153,300 1.02

⑤ その他株式に関する重要な事項
当社は、2025年8月7日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、2025年8月29日付で

自己株式357,612株の消却を実施いたしました。
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会社役員の状況

会社における地位 氏名 担当および重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 会 長 青 木 大 一 エー・エス・ビー　インコーポレーテッド株式会社 代表取締役

代 表 取 締 役 社 長 藤 原 　 誠 ASB INTERNATIONAL PVT. LTD. 代表取締役会長

取 締 役 副 社 長 青 木 高 太 NISSEI ASB COMPANY 代表取締役社長

常 務 取 締 役 ケールスマーケルス
ミキルス　カーレル

営業本部長
NISSEI ASB GmbH 代表取締役社長

取 締 役 依 田 和 也 技術本部長
成形技術部長兼千曲川工場長

取 締 役 エ バ 　 ア ル ザ ス
グ イ レ ン

営業副本部長
NISSEI ASB CENTRO AMERICA,S.A. DE C.V. 代表取締役社長

取 締 役 山 本 雄 一
管理本部長
経理部長
人事総務部長

取 締 役 酒 井 正 之 酒井正之法律事務所　弁護士

取 締 役 檜 森 啓 二

取 締 役 緑 川 正 博 公認会計士緑川事務所　公認会計士

取 締 役 間 瀬 ま ゆ 子 三浦法律事務所　弁護士

常 勤 監 査 役 岩 本 博 昭

監 査 役 中 島 　 茂 中島経営法律事務所　弁護士

監 査 役 中 村 　 博

(2) 会社役員の状況
①　取締役および監査役の状況（2025年9月30日現在）

(注) 1. 取締役酒井正之、取締役檜森啓二、取締役緑川正博および取締役間瀬まゆ子は、社外取締役であります。
2. 監査役中島 茂および監査役中村 博は、社外監査役であります。
3. 当社は、取締役酒井正之、取締役檜森啓二、取締役緑川正博、取締役間瀬まゆ子、監査役中島 茂および監査役中村 博を東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
4. 2024年12月18日開催の第46期定時株主総会終結の時をもって、大寺正敏氏は常勤監査役を辞任いたしました。

②　責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役4名および社外監査役2名は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額とし
ております。
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会社役員の状況

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
当該保険契約の被保険者は当社および当社子会社の取締役および監査役であり、被保険者は保険料を負担しており
ません。当該保険契約により、被保険者の職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及にかかる請求を
受けることによって生じ得る損害が塡補されることとなります。なお、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれ
ないようにするため、免責額についての定めを設け、一定額に至らない損害については塡補の対象としないことと
しております。また、故意または重過失に起因して当該責任が生じた場合には填補の対象としないこととしており
ます。

④　取締役および監査役の報酬等
1）役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を含む役員報酬に関する事項について、取締役会の
諮問機関である指名・報酬委員会の審議を経たうえで、取締役会において決議しております。
　取締役会は、当事業年度における役員報酬等について、その決定方法および決定された内容・額が当該方針と
整合していることを確認しており、当該方針に沿うものであると判断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容の概要は次のとおりです。

イ. 取締役の報酬等に関する基本方針
・中長期的な業績の向上と企業価値の持続的な向上を図るためのインセンティブとして妥当な水準である
こと
・社内外から優秀な人材の確保が可能な水準であること
・経営の監督機能を適切に発揮できる水準であること

ロ. 個人別の報酬等に関する決定方針
　取締役の報酬等は、基本報酬、賞与、退職慰労金で構成されており、株主総会で決議された報酬限度額
の範囲内で、支給しております。基本報酬については月例給として支給しております。
　基本報酬の決定に際しては、それぞれの職位、職責、業界慣行、管掌業務等に加えて、中長期的な業績
の向上と企業価値の持続的な向上の指標となる連結業績の売上高、最終利益も考慮するなど、業績に連動
する観点も加味しております。更に、社内外からの人材を確保できる競争力ある水準も踏まえて算出して
おります。毎年、事業年度終了後、指名・報酬委員会の答申を踏まえ、基本報酬の見直しを実施し、次の
事業年度から適用しております。
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会社役員の状況

　賞与については、単年度の業績目標の達成度などに応じて決定されます。賞与は、連結決算の最終利益
を中心とした業績指標を基準としながら、当該事業年度の会社への貢献度に応じて取締役に対して支給さ
れる業績連動報酬であります。賞与の総額、配分等については、毎年、指名・報酬委員会の答申を踏ま
え、取締役会にて十分な審議を行ったうえで決定しております。
　また、株主との利益共有意識を醸成し、株主の利益を尊重した行動に資するため、 持株会等を通じて取
締役の自社株保有を推奨しております。取締役の報酬の一部が持株会への拠出金となることを想定してお
ります。なお、社外取締役については、経営の監督機能を適切に発揮する観点から妥当な水準であること
を考慮するとともに、業務執行取締役の報酬等の水準も勘案して決定しております。

ハ. 取締役に対し報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針
　基本報酬については、月次で支払いを行っております。賞与については、定時株主総会後に速やかに支
払っております。退職慰労金については、任期満了となる定時株主総会後に速やかに支払っております。

ニ. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の全部または一部を取締役その他の第三者への委任に関す
る事項
　報酬の内容については、取締役会で一任を受けた代表取締役が委任を受けた事項を決定しております。
　報酬等の内容については、代表取締役が作成した報酬案を構成員の過半数が独立社外取締役で構成され
る指名・報酬委員会に諮問、十分に審議され、その答申を受けた取締役会が審議を実施しており、そのう
えで代表取締役に委任していることから、報酬決定プロセスの透明性および客観性は確保されておりま
す。また、委任された権限の行使状況について指名・報酬委員会が確認できる仕組みを講じております。
したがって、代表取締役へ一任された権限は適切に行使されております。
　なお、指名・報酬委員会の構成員は、青木大一、藤原誠、酒井正之、檜森啓二、緑川正博であります。
このうち、酒井正之、檜森啓二および緑川正博は、社外取締役であります。

ホ. 報酬等の割合に関する方針
　取締役の種類別の報酬割合については、上記の方針に沿って、企業価値向上に関する会社への貢献度が
高まるように、適切な報酬割合となることを方針としております。

　なお、監査役の報酬等の額は、常勤監査役と社外監査役の役割、監査業務の分担状況、経験、取締役報酬の水
準等を勘案し、監査役の協議により決定しております。

19



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告

2025/11/14 18:43:31 / 25267211_日精エー・エス・ビー機械株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社役員の状況

区分 支給人員
報酬等の種類別の総額

報酬等の総額
基本報酬 賞与 退職慰労金

取 締 役
( う ち 社 外 取 締 役 )

11名
(4名)

193百万円
(24百万円)

19百万円
(3百万円)

53百万円
(4百万円)

266百万円
(33百万円)

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 )

4名
(2名)

19百万円
(7百万円)

2百万円
(1百万円)

2百万円
(1百万円)

24百万円
(10百万円)

合　　　計 15名 212百万円 22百万円 56百万円 290百万円

2）取締役および監査役の報酬等の総額等

(注) 1. 退職慰労金は、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額であります。
2. 支給人員には、2024年12月18日開催の第46期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役1名が含まれております。
3. 業績連動報酬等として役員賞与を支給しております。役員賞与については、決算数値、会社への貢献度等を総合的に勘案して、決定して

おります。基準の明確化を図るため、連結の決算数値を指標の一つとして採用しております。なお、実績値は、事業報告および連結計算
書類等に記載のとおりであります。

4. 非金銭報酬等は導入しておりません。
5. 取締役の報酬限度額（役員賞与を含む）は、2017年12月19日開催の第39期定時株主総会において年額300百万円以内（うち社外取締

役分年額40百万円以内）として決議いただいております。なお、取締役の報酬限度額に使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれてお
りません。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、11名（うち、社外取締役は3名）です。

6. 監査役の報酬限度額（役員賞与を含む）は、2018年12月18日開催の第40期定時株主総会において年額50百万円以内として決議いただ
いております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、3名です。

7. 取締役会は、代表取締役会長青木大一および代表取締役社長藤原誠に対し、各取締役の基本報酬の額および賞与の評価配分の決定を委任
しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役が適している
と判断したためであります。なお、報酬等の内容については、代表取締役が作成した報酬案を構成員の過半数が独立社外取締役で構成さ
れる指名・報酬委員会に諮問、十分に審議され、その答申を受けた取締役会が審議を実施しており、そのうえで代表取締役に委任してい
ることから、報酬決定プロセスの透明性および客観性は確保されております。また、委任された権限の行使状況について指名・報酬委員
会が確認できる仕組みを講じております。
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会社役員の状況

区分 氏名 主な活動状況

社 外 取 締 役 酒 井 正 之

当事業年度中に開催した取締役会14回中14回に出席しております。
商事法務、知的財産権、英米法など幅広い分野において豊富な経験と高い見識を有
する弁護士であり、その専門的な見地から法令遵守、コンプライアンスの推進など
経営全般にわたり発言を行っております。特に企業リスクについて専門的な立場か
ら監督、助言を行うなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
適切な役割を果たしております。

社 外 取 締 役 檜 森 啓 二

当事業年度中に開催した取締役会14回中14回に出席しております。
製造業において長年にわたる会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有して
おり、その経験を活かして経営全般にわたり発言を行っております。特に経営管理
について専門的な立場から監督、助言を行うなど、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

社 外 取 締 役 緑 川 正 博

当事業年度中に開催した取締役会14回中14回に出席しております。
公認会計士としての高度な知識と豊富な経験を有しており、その専門的な見地から
財務、会計、税務など経営全般にわたり発言を行っております。特に経営戦略につ
いて専門的な立場から監督、助言を行うなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正
性を確保するための適切な役割を果たしております。

社 外 取 締 役 間 瀬 ま ゆ 子

2024年12月18日開催の第46期定時株主総会で就任して以降に開催された取締役会
11回中11回に出席しております。
企業法務、税務など専門性の高い分野において豊富な経験と高い見識を有する弁護
士であり、その専門的な見地から経営全般にわたり発言を行っております。特にコ
ーポレートガバナンスについて専門家の立場から監督、助言を行うなど、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

社 外 監 査 役 中 島 　 茂

当事業年度中に開催した取締役会14回中14回、監査役会14回中14回に出席してお
ります。
企業リスク管理・内部統制・ガバナンスなど企業法務に精通する弁護士であり、主
に会社法務、労務、特許等の法令、定款・社内規則等の遵守に関し、企業リスク管
理を専門とする弁護士としての専門的見地からの発言を行っております。

社 外 監 査 役 中 村 　 博

当事業年度中に開催した取締役会14回中14回、監査役会14回中14回に出席してお
ります。
金融機関において長年にわたる会社経営者としての豊富な経験に加えて、財務・会
計に関する相当程度の知見と幅広い見識を有しており、その経験を活かして経営全
般にわたり発言を行っております。

⑤　社外役員に関する事項
1）社外役員の重要な兼職先と当社との関係
　記載すべき関係はありません。

2）当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

区分 金額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 48百万円
当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
財産上の利益の合計額 48百万円

(3) 会計監査人の状況
①　名　　　称　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要
な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

3. 「■1  企業集団の現況 (3) 重要な親会社および子会社の状況 ② 重要な子会社の状況」に記載の当社の重要な子会社6社につきましては、当
社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任
後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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(4) 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他の業務の適正を確保するための
体制についての決定内容の概要および当該体制の運用状況は、以下のとおりであります。

①　当社ならびに当社子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを
確保するための体制

・取締役会は、各取締役が法令および定款に適合した職務の執行を行い、社会的責任を果たし、経営理念および行
動指針を遵守することを確認します。

・取締役会は、当社の取締役および従業員の職務執行について、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規
程」等において、それぞれの責任者およびその責任、執行手続きの詳細を定めます。

・取締役は、従業員に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュアルの作成・配布等を行うこと等により、コ
ンプライアンスの知識を高め、尊重する意識を徹底します。

・当社および当社子会社の取締役は、当社および当社子会社における法令違反その他コンプライアンスに関する重
要な事実を発見した場合は、直ちに監査役および代表取締役に報告し、必要に応じて取締役会で対応策および改
善策の議論をします。

・監査役は、当社の法令遵守体制に問題があると認めるときは、取締役会において意見を述べるとともに、改善策
の策定を求めます。

(当該体制の運用状況)
　当社および当社子会社は、各種の研修等で役職員に対してコンプライアンス教育を実施するとともに、監査役監
査および内部監査を通じて、当社ならびに当社子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令、定款および社
内規程等に基づき執行されていることを確認しております。また、グループ共通規範である人権方針、コンプライ
アンス指針の浸透のための周知活動を行っております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
・取締役の経営判断、執行に関する議事録、決裁その他重要な情報は、文書または電磁的媒体（以下、文書等とい
う。）に記録し、適切に管理・保存します。また、取締役および監査役または必要な関係者が法に基づいてこれ
らの文書等を閲覧できる体制を整備します。

(当該体制の運用状況)
　法令および「文書管理規程」等の社内規程に基づき必要な文書等を保存・管理し、文書等を速やかに閲覧できる
体制を整えております。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

③　当社および当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制、当
社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

・取締役会は、意思決定の迅速化のために、グローバル事業推進会議を開催し、経営課題の検討を行い取締役会の
意思決定を補佐する体制を図ります。

・取締役会およびグローバル事業推進会議は、取締役および従業員の職務執行が効率的に行われることを確保する
ため、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等、必要な組織運営に関わる規程を定めます。

・各部門を担当する取締役は、当該部門が実施すべき具体的な施策を定めるとともに、効率的な業務遂行体制の改
善を図ります。

・当社子会社は、「関係会社管理規程」および「関係会社稟議規程」に基づき当社に職務執行の状況を報告すると
ともに、一定の事項については、子会社が判断・決定することにより、意思決定の迅速化と効率的な業務執行を
行う体制を整備します。

(当該体制の運用状況)
　原則として月１回以上開催されるグローバル事業推進会議において迅速な意思決定を行い、効率的な業務執行を
行っております。また、当社子会社は、社内規程に基づき定期的にまたは必要に応じて、職務執行の状況を当社の
所管部門に報告しております。

④　当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、コンプライアンス、金融市場、経済環境、サプライチェーン、環境・社会問題、自然災害、製品の品
質、情報セキュリティ等の業務執行に関わるリスクを個別、具体的に認識し、その把握と個々のリスクについて
未然に回避する体制、および事故発生時にその損失を最小化するための管理体制を整えます。

・顧客の要望事項を的確に把握し、実現できるよう、製品およびサービスの品質保証体制確立のため取得している
ISO認証を活用し、それに対応した品質マネジメントシステムを構築、実施していきます。

(当該体制の運用状況)
　当社は、グローバル事業推進会議においてリスクに関して審議し、リスク対策を実施するとともに、必要に応じ
て取締役会に報告する体制にしております。また、当社と海外生産子会社では、ISO認証に関して定期的に維持審
査を受ける等、ISO認証を活用して業務品質の向上等を進めております。
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⑤　当該株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制

・子会社に関する重要事項については、当社取締役会およびグローバル事業推進会議等において審議・決定しま
す。

・また、子会社の法務・経理関係業務やITインフラ、ITセキュリティ、事業運営管理全般については、当社の担当
部門が支援、指導を行うとともに、「関係会社管理規程」、「関係会社稟議規程」等に基づき、子会社の業務を
管理します。

・子会社に対しては、定期的に本社管轄部門責任者等が出向き、業務の適正を確保するとともに、監査役監査およ
び内部監査が実施されます。

・社内他部門からの独立性を担保すべく、内部監査室は代表取締役社長直属の機関として位置付けられており、ま
た、同室より取締役会および監査役会に対して適切に直接報告を行う、デュアルレポーティング体制を採用しま
す。

・当社では公益通報者保護法に準拠した内部通報制度（ホットライン）運用規程を定め、取締役および従業員が、
当該規程で定める事項が発生した場合、社内に設置した内部通報窓口に通報します。通報事実およびその内容は
代表取締役社長と監査役に報告されます。また、通報者の匿名性を確保するとともに、通報者が通報事実を理由
に不利益を被らない点が規定されています。

(当該体制の運用状況)
　当社取締役会およびグローバル事業推進会議等において、子会社に関する重要事項を定期的に審議・決定し、親
会社の担当部門による支援や指導を通じて子会社の業務執行の適正を確保する管理体制を採用しております。ま
た、監査役監査および内部監査を、それぞれの監査計画に基づき、定期的に実施しております。業務の適正を確保
するために必要な内部通報制度は、当社および当社子会社において、それぞれ整備を行っております。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
・監査役は、その職務を補助すべき従業員を置き、監査業務に必要な事項を命令することができます。
(当該体制の運用状況)
　監査役の求めに応じて、監査役を補助する使用人を確保し、当該使用人は監査役会が定める規程に基づき監査業
務を補助しております。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項および当該使用人に対する指示の実効性の確保に
関する事項

・前号の従業員の任命、人事異動、懲戒に関しては、監査役の事前の同意を得ます。
(当該体制の運用状況)
　監査役を補助する使用人の人事異動、人事考課については、監査役の意見を尊重して決定しております。

⑧　当社および当社子会社の取締役、監査役および使用人が当社の監査役に報告をするための体制その
他の監査役への報告に関する体制、当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り
扱いを受けないことを確保するための体制

・取締役会は、監査役が、取締役、従業員、会計監査人と定期または不定期に、協議意見交換を行う体制を整備し
ます。

・監査役が、当社および子会社の取締役および従業員から報告を受けた場合（通報窓口を経由した報告も含む）、
報告事項に対して適正な処理を行います。

(当該体制の運用状況)
　当社は、監査役が取締役、従業員、会計監査人との協議意見交換等を通じて必要な情報の報告を受領する仕組み
を採用しています。監査役は、通報者または報告者に不利益が発生しないよう配慮を行いながら、対応しておりま
す。

⑨　監査役の職務の執行について生じる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について
生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

・監査役が、その職務の執行について生じる費用または償還の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要
でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理します。

(当該体制の運用状況)
　監査役の職務の執行について生じる費用について、職務の執行に必要ではないと認められる場合を除き、速やか
に処理しております。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・取締役は、監査役と代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通および効果的な監査業務の遂
行を図れる体制を整備します。

・取締役および従業員は、監査役監査に対する理解を深め、監査役のヒアリング等の要請に協力し、監査役監査の
実効性を確保します。

・取締役は、監査役の求めがあるときは、監査役が職務執行上、弁護士・公認会計士・税理士等の外部専門家との
連携を図れる環境を整備します。

・監査体制の一層の充実を図るべく、内部監査室から監査役への直接のレポートラインも確保し、内部監査部門の
活用を通じて監査役の機能拡充を図ります。

(当該体制の運用状況)
　当社では、監査役が取締役、従業員に対するヒアリングや意見交換を通じて適切に社内の情報を取得すること
で、実効的かつ効率的な監査業務が遂行できるような体制を確保しております。

⑪　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
・当社および当社子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み
ます。

・当社および当社子会社は、反社会的勢力による不当要求がなされた場合には、直ちに警察、弁護士等の外部専門
機関と連携をとり、個人で対応せず組織的に対応します。

(当該体制の運用状況)
　当社は、「反社会的勢力対応マニュアル」を定め、反社会的勢力に対して一切の関係を遮断しております。ま
た、新規取引の際には、必要に応じて、取引先が反社会的勢力に該当しないか調査の上、取引を開始しておりま
す。
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⑫　財務報告の信頼性を確保するための体制
・当社は、財務報告に関わる｢内部統制運用規程｣に基づき対応します。
・財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向けた統制
活動を実施します。

・内部監査部門は、統制が適正に機能しているかどうかを継続的に評価し、是正状況をモニタリングします。
(当該体制の運用状況)
　財務報告の適正を確保するための評価について、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を勘案して評価範囲を
決定し、当該財務報告に係るプロセスにおける内部統制の有効性評価を行っております。
　なお、非財務情報に関わる報告の信頼性を確保するために、当該内部統制を対象とした内部監査室によるモニタ
リングを実施しております。

(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

(5) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、配当政策を経営の最重要課題の一つとして認識しております。配当金額につきましては、当社の競争力を
支える重要な要素であるインド事業への投資、研究開発への投資、人的資本への投資等をバランスよく考慮しなが
ら、当社グループの業績・財政状況、今後の経営環境等を勘案したうえで、連結配当性向40％を目途として、継続
的かつ安定的な配当に努めることを基本方針としております。
　なお、当社は中間配当と期末配当の年2回配当を行うことができますが、従前より通期の決算状況を踏まえ、期末
配当のみを行う方針としております。
　以上を踏まえ、当期および次期の利益配分につきましては、株主各位の日頃のご支援に報いるため、また、当期の
業況ならびに将来の事業展開や収益・財務状況などを総合的に勘案し、当期（2025年9月期）は、前期と比べ1株当
たりの普通配当を50円増配し、1株につき200円といたします。なお、次期（2026年9月期）につきましては、当
期と同様1株につき200円とさせていただく予定であります。
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連結貸借対照表

連結計算書類

連結貸借対照表（2025年9月30日現在） (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額

資産の部

流動資産

現金および預金

受取手形

売掛金

商品および製品

仕掛品

原材料および貯蔵品

その他の流動資産

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物および構築物

機械装置および運搬具

工具器具備品

土地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他の投資その他の資産

貸倒引当金　

61,477

32,469

301

9,128

2,643

7,542

7,528

2,003

△140

16,908

14,670

4,945

4,963

230

1,988

2,293

248

177

2,060

775

732

648

△95 　

負債の部
流動負債 12,891

支払手形および買掛金 2,219
短期借入金 1,493
未払法人税等 1,290
契約負債 4,764
賞与引当金 634
役員賞与引当金 43
その他の流動負債 2,445

固定負債 6,548
長期借入金 4,624
繰延税金負債 5
役員退職慰労引当金 627
退職給付に係る負債 1,132
その他の固定負債 159

負債合計 19,439
純資産の部
株主資本 57,912
資本金 3,860
資本剰余金 3,196
利益剰余金 50,855
その他の包括利益累計額 976
その他有価証券評価差額金 440
為替換算調整勘定 639
退職給付に係る調整累計額 △103
非支配株主持分 57
純資産合計 58,946

資産合計 78,386 負債および純資産合計 78,386
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連結損益計算書

連結損益計算書（自 2024年10月1日　至 2025年9月30日） (単位：百万円)

科目 金額

売上高 43,654
売上原価 23,073
売上総利益 20,581
販売費および一般管理費 9,940
営業利益 10,641
営業外収益 378

受取利息および配当金 259
その他の営業外収益 119
営業外費用 106

支払利息 44
為替差損 7
固定資産除却損 29
訴訟関連費用 21
その他の営業外費用 4
経常利益 10,912
税金等調整前当期純利益 10,912
法人税、住民税および事業税 3,098
過年度法人税等 78
法人税等調整額 △14
当期純利益 7,749
非支配株主に帰属する当期純利益 9
親会社株主に帰属する当期純利益 7,740
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（自 2024年10月1日　至 2025年9月30日） (単位：百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,860 3,196 45,665 △302 52,420

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △2,248 △2,248

親会社株主に帰属する当期純利益 7,740 7,740

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 △302 302 －

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 5,189 302 5,491

当期末残高 3,860 3,196 50,855 － 57,912

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 224 230 △71 382 45 52,848

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △2,248

親会社株主に帰属する当期純利益 7,740

自己株式の取得 △0

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 216 409 △31 594 11 605

連結会計年度中の変動額合計 216 409 △31 594 11 6,097

当期末残高 440 639 △103 976 57 58,946
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貸借対照表

計算書類

貸借対照表（2025年9月30日現在） (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産

現金および預金
受取手形
売掛金
商品および製品
仕掛品
原材料および貯蔵品
短期貸付金
未収入金
その他の流動資産
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械装置
工具器具備品
土地
建設仮勘定
その他の固定資産
無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
長期貸付金
繰延税金資産
その他の投資その他の資産　

33,637
18,410

301
6,343
161

2,991
4,568
592
96

173
△2

18,990
4,656
1,916

50
729
66

1,874
5

13
120

14,213
775

9,643
238

2,291
1,262

1 　

負債の部
流動負債 6,417

買掛金 2,455
短期借入金 1,493
未払金 402
未払法人税等 982
契約負債 516
賞与引当金 315
役員賞与引当金 22
その他の流動負債 230

固定負債 5,738
長期借入金 4,624
退職給付引当金 539
役員退職慰労引当金 554
その他の固定負債 20

負債合計 12,155
純資産の部
株主資本 40,031
資本金 3,860
資本剰余金 3,196
資本準備金 3,196

利益剰余金 32,974
その他利益剰余金 32,974
固定資産圧縮積立金 200
繰越利益剰余金 32,773

評価・換算差額等 440
その他有価証券評価差額金 440
純資産合計 40,471

資産合計 52,627 負債および純資産合計 52,627
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損益計算書

損益計算書（自 2024年10月1日　至 2025年9月30日） (単位：百万円)

科目 金額

売上高 27,661
売上原価 19,955
売上総利益 7,706
販売費および一般管理費 4,119
営業利益 3,586
営業外収益 624

受取利息および配当金 217
為替差益 346
その他の営業外収益 60
営業外費用 36

支払利息 22
訴訟関連費用 13
その他の営業外費用 0
経常利益 4,174
税引前当期純利益 4,174
法人税、住民税および事業税 1,395
過年度法人税等 78
法人税等調整額 △261
当期純利益 2,961
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（自 2024年10月1日　至 2025年9月30日） (単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 3,860 3,196 3,196 204 32,359 32,564

事業年度中の変動額
剰余金の配当 △2,248 △2,248
固定資産圧縮積立金の取崩 △3 3 －
当期純利益 2,961 2,961
自己株式の取得
自己株式の消却 △302 △302
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － △3 413 410

当期末残高 3,860 3,196 3,196 200 32,773 32,974

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 △302 39,318 224 224 39,543

事業年度中の変動額
剰余金の配当 △2,248 △2,248
固定資産圧縮積立金の取崩 － －
当期純利益 2,961 2,961
自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の消却 302 － －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 216 216 216

事業年度中の変動額合計 302 712 216 216 928

当期末残高 － 40,031 440 440 40,471
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

監査報告

有限責任監査法人トーマツ
　　　　　　　東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤　井　淳　一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉　原　伸　太　朗

独立監査人の監査報告書
2025年11月17日

日精エー・エス・ビー機械株式会社
　　　　　　　　　取締役会　御中

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、日精エー・エス・ビー機械株式会社の2024年10月1日から2025年9月30日
までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日精エー・エス・
ビー機械株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の

責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、

監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して

意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書

類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他
の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求めら

れている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうか

について合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行

い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため
に、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含
む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独

立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

有限責任監査法人トーマツ
　　　　　　　東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤　井　淳　一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉　原　伸　太　朗

独立監査人の監査報告書
2025年11月17日

日精エー・エス・ビー機械株式会社
　　　　　　　　　取締役会　御中

　
監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、日精エー・エス・ビー機械株式会社の2024年10月1日から2025年9月

30日までの第47期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る

期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責

任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、

監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意

見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又

は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記
載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求めら

れている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が

国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示
する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は
誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合
に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行

い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含
む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独

立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

日精エー・エス・ビー機械株式会社　監査役会
常勤監査役 岩　本　博　昭 ㊞
監 査 役 中　島　　　茂 ㊞
監 査 役 中　村　　　博 ㊞

　当監査役会は、2024年10月1日から2025年9月30日までの第47期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報
告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を受けるほか、取締役等およ
び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門、その他の使用
人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい
ては、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社およびその
子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項および第3項に定める体制の
整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使用人
等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人と協議を行うと
ともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連
結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内

容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めます。
2025年11月18日

(注) 監査役中島 茂および監査役中村 博は、社外監査役であります。

監査役会の監査報告

以　上
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取締役選任議案

株主総会参考書類

第1号議案 取締役11名選任の件

候補者番号 氏名 当社における地位 取締役会出席率 候補者属性

1 あ お

青
 

　
き

木
 

　
だ い

大
 

　
い ち

一 代表取締役会長 100％ 再 任
　

2 ふ じ

藤
 

　
わ ら

原
 

　　　
まこと

誠 代表取締役社長 100% 再 任
　

3 あ お

青
 

　
き

木
 

　
こ う

高
 

　
た

太 取締役副社長 100％ 再 任
　

4 ケールスマーケルス ミキルス カーレル 常務取締役 100％ 再 任
　

5 よ

依
 

　
だ

田
 

　
か ず

和
 

　
や

也 取締役 100％ 再 任
　

6 エバ アルザス グイレン 取締役 100% 再 任
　

7 や ま

山
 

　
も と

本
 

　
ゆ う

雄
 

　
い ち

一 取締役 100% 再 任
　

8 さ か

酒
 

　
い

井
 

　
ま さ

正
 

　
ゆ き

之 取締役 100％ 再 任 社 外 独 立
　

9 ひ

檜
 

　
も り

森
 

　
け い

啓
 

　
じ

二 取締役 100％ 再 任 社 外 独 立
　

10 みどり

緑
 

　
か わ

川
 

　
ま さ

正
 

　
ひ ろ

博 取締役 100％ 再 任 社 外 独 立
　

11 ま

間
 

　
せ

瀬
 

　
ま

ま
ゆ

ゆ
こ

子 取締役 100% 再 任 社 外 独 立
　

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員

　現任取締役全員（11名）が本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役11名の
選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者番号 1
あ お

青
 

 
き

木
 

 
だ い

大
 

 
い ち

一
再　任

生年月日
1943年9月27日生
所有する当社株式の数
21,500株
取締役会出席状況
14/14回（100％）　

略歴、当社における地位、担当
    1978年    11月 当社設立、代表取締役社長
    1998年    12月 当社代表取締役会長
    2016年    12月 当社代表取締役会長兼社長
    2017年    10月 当社代表取締役会長、現在に至る

重要な兼職の状況
エー・エス・ビー　インコーポレーテッド株式会社 代表取締役

取締役候補者とした理由
創業者として、長年にわたり当社グループ全体の経営の指揮を執り、当社グループの発展
を牽引してきました。経営者としての高い実績、豊富な経験、見識を有していることか
ら、取締役候補者として適切であると判断し、選任をお願いするものであります。

　

候補者番号 2
ふ じ

藤 
わ ら

原 　 
ま こ と

誠
再　任

生年月日
1966年2月22日生
所有する当社株式の数
1,533株
取締役会出席状況
14/14回（100％）　

略歴、当社における地位、担当

    1996年    1 月 株式会社エフ・シー・シー入社
    2013年    6 月 同社経営企画室長
    2015年    12月 当社入社
    2018年    8 月 当社生産部長
    2021年    4 月 ASB INTERNATIONAL PVT.LTD. 代表取締役社長
    2021年    12月 当社取締役
    2022年    4 月 当社常務取締役
    2023年    10月 ASB INTERNATIONAL PVT.LTD. 代表取締役会長、現在に至る
    2023年    12月 当社代表取締役社長、現在に至る

重要な兼職の状況

ASB INTERNATIONAL PVT. LTD. 代表取締役会長

取締役候補者とした理由
当社に入社した後、生産部門の統括責任者として、また、2021年4月にはインド生産子会
社の代表取締役社長、2023年10月から同社会長を兼務しながらグローバル生産体制の構
築に貢献しております。2023年12月から当社代表取締役社長を務め、当社グループの事
業運営を牽引しております。これらを踏まえて、取締役候補者として適切であると判断
し、選任をお願いするものであります。　
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取締役選任議案

候補者番号 3
あ お

青
 

 
き

木
 

 
こ う

高
 

 
た

太
再　任

生年月日
1972年11月15日生
所有する当社株式の数
153,400株
取締役会出席状況
14/14回（100％）　

略歴、当社における地位、担当
    1997年    4 月 当社入社
    2003年    4 月 当社営業事業部副事業部長
    2003年    12月 当社取締役営業事業部事業部長
    2008年    12月 当社代表取締役社長
    2016年    12月 当社取締役
    2019年    1 月 NISSEI ASB COMPANY 代表取締役社長、現在に至る
    2023年    12月 当社取締役副社長、現在に至る

重要な兼職の状況
NISSEI ASB COMPANY 代表取締役社長

取締役候補者とした理由
当社の代表取締役社長の経験者であり、当社グループの発展に貢献してきました。これま
での高い実績と豊富な経験を有していることから、取締役候補者として適切であると判断
し、選任をお願いするものであります。

　

候補者番号 4
ケールスマーケルス
ミキルス カーレル

再　任

生年月日
1968年1月24日生
所有する当社株式の数
－株
取締役会出席状況
14/14回（100％）　

略歴、当社における地位、担当
    1995年    4 月 当社入社
    1999年    4 月 NISSEI ASB GmbH入社
    2007年    12月 当社執行役員
    2009年    4 月 NISSEI ASB GmbH 代表取締役社長、現在に至る
    2017年    12月 当社取締役
    2023年    5 月 当社営業本部長、現在に至る
    2023年    12月 当社常務取締役、現在に至る

重要な兼職の状況
NISSEI ASB GmbH 代表取締役社長

取締役候補者とした理由
当社グループの主要販売拠点であるドイツ販売法人の代表取締役社長として販売規模の拡
充などに貢献し、2017年12月から当社取締役を務めるほか、当社の営業本部長としてグ
ローバルでの営業活動を束ねております。これらの経験を踏まえて、取締役候補者として
適切であると判断し、選任をお願いするものであります。
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取締役選任議案

候補者番号 5
よ

依 
だ

田 
か ず

和 
や

也
再　任

生年月日
1971年1月14日生
所有する当社株式の数
5,149株
取締役会出席状況
14/14回（100％）　

略歴、当社における地位、担当
    1989年    4 月 当社入社
    2000年    4 月 NISSEI ASB PTE.LTD. 出向
    2012年    4 月 ASB INTERNATIONAL PVT.LTD. 出向
    2018年    4 月 当社成形技術部長
    2018年    10月 当社成形技術部長兼千曲川工場長、現在に至る
    2022年    12月 当社取締役、現在に至る
    2023年    12月 当社技術本部長、現在に至る

重要な兼職の状況
—

取締役候補者とした理由
当社に入社した後、成形技術部門の統括責任者として当社製品の品質の維持や向上に貢献
しており、現在は技術本部長を務めるほか、数回の海外出向等豊富なグローバル経験も有
していることから、取締役候補者として適切であると判断し、選任をお願いするものであ
ります。

　

候補者番号 6
エバ アルザス
グイレン

再　任

生年月日
1972年3月15日生
所有する当社株式の数
－株
取締役会出席状況
14/14回（100%）　

略歴、当社における地位、担当
    2006年    3 月 NISSEI ASB MEDITERRANEA, S.L.U.入社
    2013年    4 月 NISSEI ASB CENTRO AMERICA,S.A. DE C.V. 代表取締役社長、現在に至る
    2023年    5 月 当社営業副本部長、現在に至る
    2023年    12月 当社取締役、現在に至る

重要な兼職の状況
NISSEI ASB CENTRO AMERICA,S.A. DE C.V. 代表取締役社長

取締役候補者とした理由
当社のスペイン現地法人に入社して以来、欧州及び中南米の販売規模の拡充に貢献し、現
在、当社のメキシコ現地法人社長を務めるほか、当社の営業副本部長として米州全域の営
業活動を束ねるなど当社のグループ経営の一翼を担っております。これらの経験を踏まえ
て取締役候補者として適切であると判断し、選任をお願いするものであります。

　

43



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告

2025/11/14 18:43:31 / 25267211_日精エー・エス・ビー機械株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者番号 7
や ま

山
 

 
も と

本
 

 
ゆ う

雄
 

 
い ち

一
再　任

生年月日
1970年11月2日生
所有する当社株式の数
579株
取締役会出席状況
14/14回（100%）　

略歴、当社における地位、担当
    1994年    4 月 日製産業株式会社（現、株式会社日立ハイテク） 入社
    2017年    4 月 Hitachi High-Tech Europe GmbH 取締役(Head of Administration)
    2021年    8 月 株式会社日立ハイテク 経営戦略本部 専門部長
    2022年    11月 当社入社、経理部長、現在に至る
    2023年    12月 当社取締役管理本部長、現在に至る
    2025年    8 月 当社人事総務部長、現在に至る

重要な兼職の状況
—

取締役候補者とした理由
当社に入社した後、グループの経理財務責任者を務めるなど、グローバルでの豊富なマネ
ジメント経験を有しており、現在は管理本部長として経理財務に加え、人事総務、情報シ
ステムを統括しております。これらの経験を踏まえて取締役候補者として適切であると判
断し、選任をお願いするものであります。

　

候補者番号 8
さ か

酒
 

 
い

井
 

 
ま さ

正
 

 
ゆ き

之
再 任 社 外 独 立

生年月日
1946年5月18日生
所有する当社株式の数
5,570株
取締役会出席状況
14/14回（100％）　

略歴、当社における地位、担当
    1972年    4 月 弁護士登録
    1986年    12月 酒井正之法律事務所開設、現在に至る
    2009年    12月 当社社外取締役、現在に至る

重要な兼職の状況
酒井正之法律事務所　弁護士

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
商事法務、知的財産権、英米法など幅広い分野において豊富な経験と高い見識を有する弁
護士であり、その専門的な見地から法令遵守、コンプライアンスの推進など経営全般にわ
たり指導・監督をいただくことを期待し、引き続き社外取締役として、選任をお願いする
ものであります。なお、同氏は、会社経営に関与した経験はありませんが、上記の理由に
より、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。
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取締役選任議案

候補者番号 9
ひ

檜
 

 
も り

森
 

 
け い

啓
 

 
じ

二
再 任 社 外 独 立

生年月日
1953年6月28日生
所有する当社株式の数
1,074株
取締役会出席状況
14/14回（100％）　

略歴、当社における地位、担当
    1978年    4 月 日信工業株式会社入社
    2003年    3 月 NISSIN BRAKE DO BRASIL LTDA. 取締役社長
    2008年    6 月 日信工業株式会社取締役執行役員
    2009年    4 月 同社取締役執行役員生産本部長兼アジア地域統括
    2009年    6 月 同社常務取締役
    2011年    6 月 同社専務取締役
    2015年    12月 当社社外取締役、現在に至る

重要な兼職の状況
—

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
製造業において長年にわたる会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、
その経験を活かして経営全般にわたり指導・監督をいただくことを期待し、引き続き社外
取締役として、選任をお願いするものであります。

　

候補者番号 10
み ど り

緑
 

 
か わ

川
 

 
ま さ

正
 

 
ひ ろ

博
再 任 社 外 独 立

生年月日
1953年7月18日生
所有する当社株式の数
66,510株
取締役会出席状況
14/14回（100％）　

略歴、当社における地位、担当
    1980年    3 月 公認会計士登録
    1981年    12月 公認会計士緑川事務所開設、現在に至る
    1990年    12月 当社監査役
    1992年    12月 当社取締役
    1993年    12月 当社監査役
    2016年    12月 当社社外取締役、現在に至る

重要な兼職の状況
公認会計士緑川事務所　公認会計士

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
公認会計士としての高度な知識と豊富な経験を有しており、その専門的な見地から財務、
会計、税務など経営全般にわたり指導・監督をいただくことを期待し、引き続き社外取締
役として、選任をお願いするものであります。
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取締役選任議案

候補者番号 11
ま

間
せ

瀬
 

 
ま

ま
ゆ

ゆ
こ

子
再 任 社 外 独 立

生年月日
1974年11月18日生
所有する当社株式の数
65株
取締役会出席状況
11/11回（100％）　

略歴、当社における地位、担当
    2000年    4 月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
    2000年    4 月 ひのき総合法律事務所 入所
    2001年    3 月 鳥飼総合法律事務所 入所
    2005年    1 月 間瀬法律事務所 所長
    2021年    4 月 野村資産承継研究所 客員研究員、現在に至る
    2023年    9 月 三浦法律事務所 パートナー、現在に至る
    2024年    12月 当社社外取締役、現在に至る

重要な兼職の状況
三浦法律事務所　弁護士

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
企業法務、税務など専門性の高い分野において豊富な経験と高い見識を有する弁護士であ
り、その専門的な見地から意見をいただくことで、会社法及びコーポレートガバナンス・
コードの期待する取締役会の経営監督機能を強化できるものと判断し、引き続き社外取締
役として、選任をお願いするものであります。なお、同氏は、会社経営に関与した経験は
ありませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるもの
と判断しております。

　
(注) 1. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

2. 酒井正之、檜森啓二、緑川正博および間瀬まゆ子の4氏は、社外取締役候補者であります。
3. 酒井正之氏は、当社の社外取締役に就任後、本総会終結の時をもって16年となります。
4. 檜森啓二氏は、当社の社外取締役に就任後、本総会終結の時をもって10年となります。
5. 緑川正博氏は、当社の社外取締役に就任後、本総会終結の時をもって9年となります。
6. 間瀬まゆ子氏は、当社の社外取締役に就任後、本総会終結の時をもって1年となります。
7. 当社は酒井正之、檜森啓二、緑川正博および間瀬まゆ子の4氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。4氏の再任が承認され
た場合、当社は4氏との間の責任限定契約を継続する予定であります。

8. 当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者は当社
および当社子会社の取締役および監査役であります。当該保険契約により、被保険者の職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追
及にかかる請求を受けることによって生じ得る損害が塡補されることとなります。各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保
険者となります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

9. 当社は、酒井正之、檜森啓二、緑川正博および間瀬まゆ子の4氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出
ております。4氏の再任が承認された場合、当社は引き続き4氏を独立役員とする予定であります。

10.所有する当社株式の数には、日精エー・エス・ビー機械役員持株会における本人の持分が含まれております。
11.間瀬まゆ子氏の戸籍上の氏名は、追杉まゆ子であります。
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監査役選任議案

第2号議案 監査役1名選任の件

い わ

岩 
も と

本 
ひ ろ

博 
あ き

昭
再　任

生年月日
1958年10月8日生
所有する当社株式の数
39株
取締役会出席状況
11/11回（100%）

監査役会出席状況
10/10回（100%）　

略歴、当社における地位
    1982年    4 月 日立電子エンジニアリング株式会社（現、株式会社日立ハイテク）入社
    2009年    4 月 株式会社日立ハイテクノロジーズ（現、株式会社日立ハイテク）財務本部財

務部長
    2013年    4 月 日立先端科技股份有限公司 管理本部本部長
    2017年    10月 株式会社日立ハイテクノロジーズ（現、株式会社日立ハイテク）監査室部長

（2020年9月まで）
    2024年    11月 当社入社、社長付
    2024年    12月 当社常勤監査役、現在に至る

重要な兼職の状況
ー

監査役候補者とした理由
長年にわたりグローバル企業で財務、監査等の専門的な業務に従事しており、高度な知識
と豊富な経験を有していることから監査役候補者として適切であると判断し、選任をお願
いするものであります。

　

　現任監査役3名中、岩本博昭氏は本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役1名の選任を
お願いするものであります。
　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

(注) １. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者は当社

および当社子会社の取締役および監査役であります。当該保険契約により、被保険者の職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追
及にかかる請求を受けることによって生じ得る損害が塡補されることとなります。候補者が監査役に就任した場合は、当該保険契約の被保険
者となります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

3. 所有する当社株式の数には、日精エー・エス・ビー機械役員持株会における本人の持分が含まれております。

47



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告

2025/11/14 18:43:31 / 25267211_日精エー・エス・ビー機械株式会社_招集通知_電子提供措置用

スキルマトリックス

役職 氏名 社
外

多様性 特に専門性が発揮できる分野

ジェン
ダー 国籍 企業

経営
グローバ
ル経験

製造･技術･
研究開発 営業 財務･税

務･会計
人事･労務･
人材開発

法務･リス
クマネジ
メント

代表取締役
会長 青木 大一 男性 日本 〇 〇 〇 〇 〇

代表取締役
社長 藤原 誠 男性 日本 〇 〇 〇

取締役
副社長 青木 高太 男性 日本 〇 〇 〇 〇 〇 〇

常務取締役
ケールスマー
ケルス ミキル
ス カーレル

男性 ベルギー 〇 〇

取締役 依田 和也 男性 日本 〇 〇

取締役 エバ アルザス 
グイレン 女性 スペイン 〇 〇

取締役 山本 雄一 男性 日本 〇 〇 〇 〇

取締役 酒井 正之 〇 男性 日本 〇

取締役 檜森 啓二 〇 男性 日本 〇 〇 〇

取締役 緑川 正博 〇 男性 日本 〇 〇

取締役 間瀬まゆ子 〇 女性 日本 〇 〇

常勤監査役 岩本 博昭 男性 日本 〇 〇 〇

監査役 中島 茂 〇 男性 日本 〇

監査役 中村 博 〇 男性 日本 〇 〇

＜ご参考＞取締役会におけるスキルマトリックス(第1号議案、第２号議案が承認可決された場合)
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地図

会 場
　

当社本社会議室
長野県小諸市甲4586番地3　　電話 0267（23）1560

交 通
　

小諸駅より車で約15分
JR北陸新幹線佐久平駅より車で約25分
国道18号線「警察署前」（小諸市内）信号より約3キロ
上信越自動車道小諸I.C.より約6キロ

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

第47期定時株主総会会場ご案内図
車による順路図

当社

小諸駅

佐久平駅

「小諸I.C.北」信号

小諸
I.C.

高津屋トンネル
松井トンネル

浅間サンライン
「柏木入口」信号

「平原」信号

グ
リ
ー
ン

ロ
ー
ド

「小諸I.C.入口」信号

「小諸I.C.南」信号

「坂ノ上中央」信号

「警察署前」信号

「佐久I.C.西」信号

「佐久平駅東」信号

国道18号線

小諸
高校

警察署

郵便局

しなの鉄道
懐古園

国
道
141
号
線

←至長野

←至長野

←至長野

至軽井沢→

至佐久I.C.→

至佐久I.C.→

至軽井沢→

至軽井沢→

←至長野

国道141号線
佐久甲州街道

北陸新幹線

JR
小海線

上信越自動車道


